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独立行政法人国際交流基金の平成16年度の業務実績に関する項目別評定表（本文）

中期目標評価：中期目標において定められた各項目についての達成度を評価する。

事業年度評価：中期計画において定められた各項目についての実施状況を評価する。

S：中期計画の実施状況が当該事業年度において著しく順調である。

Ａ：中期計画の実施状況が当該事業年度において順調である。
Ｂ：中期計画の実施状況が当該事業年度においておおむね順調である。
Ｃ：中期計画の実施状況が当該事業年度においてやや順調でない。
Ｄ：中期計画の実施状況が当該事業年度において順調でなく、業務運営の改善等が必要である。

中　期　計　画　の　各　項　目 小　項　目　の　評　定　方　法 委員会評定 中項目 す 評定 決定
大　　項　　目 中　　　項　　　目 小　　　項　　　目 評　定　指　標 小項 中項 等

１　業務運営の効率化
に関する事項に関する
目標を達成するためと
るべき措置

(１)業務の合理化と経費
節減

一般管理費に関する業務の効
率化と経費節減（中期計画期
間の最終年度までに平成14年
度に比べて1割相当額の削減）

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#1 #1 一般管理費の削減や運営費交
付金関連の業務経費の削減に
おいて、各々、中期計画に定
められた数値目標の達成への
尽力が認められる。
一方、 一般管理費の削減に関
する中期計画の目標の達成
は、大部分、事務所借料の削
減によって確保が図られてい
る状況であり、業務運営の効
率化の趣旨をその他の管理費
にも反映していくよう検討し
ていくべきである。
また、海外に於ける事業展開
戦略の検討や、機構改革の成
果としての合理化を通じて業
務経費の削減を実現していく
ことが重要である。

国内事務所借料の平成14年度比
20％程度の削減

A

海外事務所借料の平成14年度比
15％以上の削減



その他（IP電話導入、国内の定期
刊行物等の整理統合による印刷経
費の節減、及び光熱水料節約、廃
棄物減量化、ﾘｻｲｸﾙ推進）

運営費交付金関連の業務経費
の効率化と削減（毎事業年度
1％以上の削減）

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#2 A

国内附属機関における日本語教育
専門員経費の見直しを含む管理運
営経費の削減

A

その他の業務経費の削減計画（外
部団体の連携促進による経費削
減、海外事務所での競争促進、IT
活用による印刷費、輸送費等の軽
減、試験実施費用等の削減等）

(2)組織運営における機
動性、効率性の向上

機構改革により「文化芸術交
流」、「日本語教育」「日本研
究」の三つの事業分野に再編。
国民各層の国際文化交流事業
への参加を推進するための新
たな事業部門を設置し、目的達
成に最も機動的かつ効率的な
事業体制を構築する。

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#3 #2 事業の目的に沿った大括りな構
成による組織（３事業グループお
よび情報センター）への改編につ
いては、大いに評価できる。ま
た、新機構の下で事業の総合調
整機能の強化、地域戦略の強化
と日本研究・知的交流の連携、
国民に対する情報提供機能の強
化といった事業の効果的な実施
の面での効果も現れている。
人事に関連する取組みについて
は、人事交流の量的増大が図ら
れ、機構改革に沿った職員の計
画的配置の結果超過勤務時間
が減少する等の成果も見られ
る。
今後は、機構改革が、運営及び
業務の効率化の面で更にどのよ
うな効果をもたらすか、及び人事
交流等の取組みについて、中長
期的な視野に立って毎年度着実
に推進するか注視していきたい。



機構改革の実施状況 S
機構改革による事業の効果的な実
施の状況
機構改革による業務の効率化の状 A

職員の計画的配置及び研修・
人事交流等による職員の専門
性向上を通じた組織の専門性・
効率性の向上

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#4 　

職員の計画的配置・研修・人事交
流の実施状況

A

職員の計画的配置・研修・人事交
流による業務の効率化の状況

(3)業績評価の実施 各事業の目的・成果・評価方法
の明確化及び受益者層・外部
有識者による評価の実施

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#5 #3 評価データの収集については、
本年度についても外国により慣
習の相違等からアンケートの収
集等について評価データが完備
していない事業があったので、更
なる基金側の努力を期待する。
また、基金側が自己評価のため
に設置している有識者委員会の
役割について、設置している自己
評価のための機関「評価に関す
る有識者委員会」の機能及び役
割について、今後、個別の事業
分野の専門的評価に重点を置く
等、検討を行うことが必要と考え
られる。

指標設定の状況 B B
評価データの収集状況
外部評価の実施状況（外部専門家
の選定方法も含む）



２　国民に対して提供
するサービスその他の
業務の質の向上

(1) 国際文化交流に係る
外交政策を踏まえた事
業の実施

外交上必要な事業への限定、
在外公館との協議による国別
ニーズを把握した事業の実施、
外交上重要な文化事業の実施
を求められた場合の協力、我
が国対外関係への配慮

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#6 #4 平成15年度評価において本委員
会より指摘した事項に関しては、
適切な取り組みがなされている。
また、平成15年度において、必ず
しも予定通りの規模で実施できな
かった中東交流特別事業につい
ては、平成16年度において、平
成15年度比2倍以上の285.1百万
円の事業を実施した。
その他の指標についても適切な
取組みがなされている。

外交上必要性の高い事業への「選
択と集中」

A A

在外公館との協議による国別ニー
ズを把握した事業の実施、在外公
館の合理的要望の実施による海外
事務所の無い国での事業実施に
在外公館による評価
外交上重要な文化事業の実施
我が国対外関係への配慮

(2)効果的な事業の実施 所期目的が達成された事業、
社会情勢等の変化により政策
的必要性が弱まっている助成
等事業、費用対効果が小さい
事業の縮小・改廃・見直しを行
う。

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#7 #5 各指標について、適切な対応が
なされており、プログラム数の削
減についても、平成16年度にお
いて中期目標上の数値目標で
あったプログラム数の一割削減
を達成している。
今後は、削減による影響につい
ても把握し、本来対応されるべき
外交上のニーズに応えられてい
ないといった問題が生じていない
か確認をすべきである。

中期計画に明記されている各プロ
グラムの実施状況

A A 　

事業の政策的必要性・費用対効果
の見直しの状況
平成14年度と比べて事業プログラ
ム数10％以上の削減



(3)国民に対して提供す
るサービスの強化

インターネット、出版物等を通じ
た事業の積極的広報、他団体
との連携により国際交流事業
が実施しやすくなるような環境
作りに努める、国民の窓口とな
る部局の設置

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#8 #6 事業の効果をより高め、また基金
の行う事業の認知度を高めるた
めの広報の強化については、
ウェブサイトを通じた広報、機関
誌やメールマガジンを通じた広
報、会員制度における会員数の
５倍以上の拡大といった措置を
通じて、大きな成果が挙げている
と認められる。
また、他団体との連携について
は、多様な団体との連携を通じ
て、国際交流基金の負担経費節
減と事業効果の拡大に取り組ん
でいる。
今後は、他団体との連携のある
べき姿について、国際交流基金
の存在意義に照らし、国際文化
交流に係わる政策全体を視野に
入れて、明確な考え方が、日本
全体として確立されることが必要
である。
また、広報については、会員の増
加の為の努力と共に、広報効果
の計測に向けた取組を行うべき
である。

実施体制の整備 S
関連業務の拡充の状況（照会対応
数の増加、プレスリリース数の増
加、ウェブ掲載情報量の増加、JF
サポーターズクラブ等）



関係省庁、他の国際交流関係
機関、団体と連携し、共済、協
力、情報共有・情報交換等を通
じて、国際交流事業が実施しや
すくなるような環境作りに努め
る。

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#9 A

　 他団体との連携の実施状況 A
　 外部団体の連携促進による経費削

３　予算、収支計画及
び資金計画

(1)予算(2)収支計画(3)資
金計画

資金の運用については、外貨
建債券による運用を視野に入
れつつ、原則、安全かつ有利な
運用により収入確保に努力す
る。なお、外貨建債券による運
用及び管理に関しては適正な
執行が行われるよう所要の体
制整備を図った上で実施する。
また、各事業年度における適切
な効率化を見込んだ予算によ
る運営を行う。

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#10 #7 外貨建債券の購入を含め、収入
全般に計画額を上回った結果と
なった。特に入場料の見直しや
日本語能力試験事業の現地経
費の受験者負担による収入につ
いては基金の増収努力による結
果が現われたものとなった。
また、執行管理の改善について
は、定期的に事業部単位での予
算の執行状況の報告を行わせ執
行状況のきめ細かい把握を行う
と共に、年度途中における事業
の追加募集・実施やそのための
柔軟な予算の活用など、機動的
な予算執行を図るための措置が
行われている。また、基金内での
繰越基準をより明確化し審査を
行った。予算の未執行額が310百
万円発生しているが、未執行と
なった理由が合理的なものであ
ると判断される。他方、未執行の
適切性に関する考え方の整理に
ついては、さらなる取組みが必要
であろう。

運用収入、寄付金収入等、自己収
入の確保状況

A A

支出予算の執行状況



４　短期借入金の限度
額

短期借入金の計画なし 独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#11 #8

５　重要な財産の処分 なし 独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#12 #9

６　剰余金の使途 決算において剰余金が発生し
た時は、必要な事業経費に充
てる。

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#13 #10

７　その他省令で定め
る業務運営

(1)人事管理の為の取り
組み

人事評価制度を、組織の目標
達成と人材育成に主眼を置い
た能力評価と目標管理の二つ
の評価手法に基づく制度に改
革、職員の能力・実績の公正な
評価、及びその結果の処遇へ
の反映、適正な人事配置、職
員の能力開発、意識改革など
を通じた組織の活性化
（参考１）イ　期初の常勤職員
数　　227人　ロ　期末の常勤職
員数　　224人
（参考２）中期目標期間中の人
件費総額見込み　9,121百万円
ただし、上記の額は、役員報酬
並びに職員基本給、職員諸手
当、休職者給与、派遣職員給
与及び役職員の法定福利費に
相当する範囲の費用である。

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#14 #11 当初の計画どおり、説明会や評
価者研修等の実施を経て、能力
評価は平成16年度に本格導入、
また実績評価は平成年度内（機
構改革後）に試行実施に入って
おり、人事申告カードの改訂など
とともに、人事配置・能力開発・
職員の意識改革への活用を始め
ている。但し、実績評価の結果が
現れ始めるのは平成17年度に
なってからであり、どのような活
用がなされるのか今後の動きを
見守りたい。
また、役職員給与については、今
後とも同法人の業務に見合う水
準となるよう注視していく必要が
ある。

人事評価制度改革の実施状況 A A
人員配置、能力開発、意識改革等
組織活性化の為の取り組み

(2)施設・設備の改修 長期的視点に立った施設・設
備の保守・管理、研修、各種活
動の充実、快適な研修環境や
機能の確保の観点から、必要
な施設・設備の改修等の計画
的な実施

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#15 #12 日本語国際センター及び関西国
際センターは主に海外の研修生
に対する日本語研修生機関であ
るため、地元の消防、警察や自
治体等との密接な連携を図りつ
つ、安全管理に向けた取組を
行っている。

検討状況、実施状況 A A



目 目

独立行政法人国際交流基金の平成16年度の業務実績に関する項目別評定表（別添）

中期目標評価：中期目標において定められた各項目についての達成度を評価する。

事業年度評価：中期計画において定められた各項目についての実施状況を評価する。

S：中期計画の実施状況が当該事業年度において著しく順調である。

Ａ：中期計画の実施状況が当該事業年度において順調である。

Ｂ：中期計画の実施状況が当該事業年度においておおむね順調である。

Ｃ：中期計画の実施状況が当該事業年度においてやや順調でない。
Ｄ：中期計画の実施状況が当該事業年度において順調でなく、業務運営の改善等が必要である。

中　期　計　画　の　各　項　目 小　項　目　の　評　定　方　法 委員会評定

大　　項　　目 中　　　項　　　目 小　　　項　　　目 評　定　指　標 小項 中項 中項目に対する評定の決定理由等

２　国民に対して提供
するサービスその他の
業務の質の向上

文化芸術交流の促進 文化芸術交流の促進（基本方
針）

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#16 #13 外務省と協議の上、国･地域ごと
に中長期的方針を定め、これに基
づき、外交上の必要性の高い事
業への「選択と集中」を行うため
の取組みが行われており、その他
の評価指標においても適切な対
応が為されている。今後は、裨益
者の評価が相対的に低い事業に
ついて、その理由を分析し、事業
の一層の改善を図るべきであろ
う。

外交上の必要性の高い事業への
「選択と集中」 A
企画立案・採否決定過程における
事業実施による効果及び経費効率
等の考慮状況
文化芸術交流に関する情報収集・
発信・ネットワーク形成

人物交流、市民青少年交流、
文化協力（諸施策）

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#17

人物交流事業の実施状況 A



文化芸術分野における国際協力事
業の実施状況
市民・青少年交流事業の実施状況 A
被派遣者・招聘者等の事業対象も
しくは観客、研修参加者等の裨益
者の７０％以上から有意義という評
内外メディア､論壇等での報道件数
外部専門家によるプログラム毎の
中長期的な効果が現れた具体的な
エピソード

文化芸術交流（諸施策） 独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#18

造形芸術交流事業の実施状況
舞台芸術交流事業の実施状況
映像出版事業の実施状況 A
観客等の裨益者の７０％以上から
有意義という評価を得る
内外メディア、論壇等での報道件数
外部専門家によるプログラム毎の
中長期的な効果が現れた具体的エ
ピソード

海外における日本語教
育、学習への支援

日本語教育・学習支援（基本方
針）

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#19 #14 外務省と協議の上、国･地域ごと
に中長期的方針を定め、これに基
づき、外交上の必要性の高い事
業への「選択と集中」を行うため
の取組みが行われており、その他
の評価指標においても適切な対
応が為されている。今後は、裨益
者の評価が相対的に低い事業に
ついて、その理由を分析し、事業
の一層の改善を図るべきであろ
う。また、研修事業については、プ
ログラム毎に目標値を明確化し、
より定量的な視野からの評価を導
入することが可能であると思われ
るので、その点に関するデータの
整備を行うべきである。



外交上の必要性の高い事業への
「選択と集中」

A

企画立案・採否決定過程における
事業実施による効果及び経費効率
等の考慮状況

日本語教育の総合的ネット
ワーク構築、日本語能力試験

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#20

海外日本語教育の総合的ネット
ワーク構築のための努力の実施状
海外日本語教育に関するホーム
ページへのアクセス数
派遣先機関・支援対象機関の７
０％以上から有意義という評価を得

A

日本語能力試験実施地及び受験
者数の増加
試験結果に係る外部有識者による
評価の実施及びその結果の試験
の内容への反映
外部専門家によるプログラム毎の
中長期的な効果が現れた具体的エ
ピソード

海外日本語教師に対する施策 独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#21

海外日本語教師の研修事業の実
施状況

A

教材開発･供給、教材開発支援の
実施状況

A

研修生及び派遣先機関・支援対象
機関の70％以上から有意義という
評価を得る
外部専門家によるプログラム毎の
中長期的な効果が現れた具体的エ
ピソード



海外日本語学習者に対する施
策

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#22

海外日本語学習者に対する研修の
実施状況
研修生の70％以上から有意義とい
う評価を得る
外部専門家によるプログラム毎の A
海外日本語学習者を対象とした長
期研修における研修の開始時と終
了時での日本語能力の向上の評
海外日本語学習者を対象とした研
修において研修生の研修成果の発
表・公開を年１回以上実施する。
中長期的な効果が現れた具体的エ
ピソード

海外日本研究及び知的
交流の促進

海外日本研究の促進 独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#23 #15 外務省と協議の上、国･地域ごと
に中長期的方針を定め、これに基
づき、外交上の必要性の高い事
業への「選択と集中」を行うため
の取組みが行われており、その他
の評価指標においても適切な対
応が為されている。

外交上の必要性の高い事業への
「選択と集中」
企画立案・採否決定過程における
事業実施による効果及び経費効率
等の考慮状況
機関支援型事業の実施状況
研究者支援型事業の実施状況 A A
海外の日本研究の現況と課題を研
究者数、論文数等の定量的な分析
に加え、対日関心の分野の変化等
質的な面にも踏み込んだ現状把握
の実施状況
支援対象機関及び研修事業におい
て７０％以上から有意義という評価
外部専門家によるプログラム毎の



中長期的な効果が現れた具体的エ
ピソード

知的交流の促進 独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#24

　 外交上の必要性の高い事業への
「選択と集中」
企画立案・採否決定過程における
事業実施による効果及び経費効率
等の考慮状況

A

地域的特性に応じた事業の実施状
支援対象機関及び研修事業におい
て７０％以上から有意義という評価
外部専門家によるプログラム毎の
中長期的な効果が現れた具体的エ
ピソード

国際交流情報の収集・
提供及び国際文化交流
担い手への支援等

国際交流情報の収集・提供及
び国際文化交流担い手への支
援等

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#25 #16 それぞれの指標において適切な
取組みがなされている。
今後は、裨益者の評価が相対的
に低い事業について、その理由を
分析し、事業の一層の改善を図る
べきであろう。特に、会報、ニュー
ズ・レター等について、読者の声
を反映しつつ、改善の努力を継続
していただきたい。

日本に係る各種照会への対応
英語版ウェブサイト等を通じた海外
への広報
ホーム・ページを通じた情報提供
情報誌等を通じた情報提供

国
際
交
流
を
毎
う
た
崎
に

等
及
の

道の漆克

にに

晦 º 揈によに庇映凄憤



中長期的な効果が現れた具体的エ
ピソード

その他 海外事務所・京都支部の運営
状況

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#26 #17 海外事務所における現地メディア
に対する働きかけについては改
善の余地があるが、それぞれの
指標において適切な取組みがな
されている。
一方、国際交流基金の海外拠点
の体制は、ゲーテ・インスティ
チュートやブリティッシュ・カウンシ
ルといった海外の諸機関に比べ
弱体であるということは否めない。
そのため、国際交流基金側は、
カーサ・アジア等、海外の同種の
諸機関との連携といった措置を通
じて、海外での国際交流情報収
集、事業展開能力の強化を図っ
ているが、既存の海外拠点につい
ても、投入コストと成果をより厳密
に比較しつつ、また政策的・戦略
的な必要性も考慮しながら役割や
機能の重点的強化を図り、外交
上の効果を更に高めるための努
力を行うことが必要であろう。

海外事務所等によるインクワイア
リーへの対応、海外事務所等ウェ
ブサイトへのアクセス数他　各事務
所ごとの情報発信状況

現地関係団体との連携による効果
的実地等、各事務所事業の実施状

A

国際交流基金事業の当該国・地域
に於ける広報

A

在外公館による評価

外部有識者による評価
国際文化交流のための施設の
整備に対する援助

独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#27



特定寄附金受入れ及び特定助成
金交付の状況

A

外部有識者による評価
アジア大洋州地域 アジア・大洋州地域 独立行政法人から検討状況、実施

状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#28 #18 　それぞれの指標において適切な
取組みがなされている。
　他方、中国や韓国における「反
日」感情の高まりの状況に鑑み、
これら両国における対日感情の
変化に対し、今後、国際交流基金
としてどの様な対応を図っていく
のか、注視していきたい。

当該地域での外交上の必要性の
高い事業への対応

A A

特記事項他外務省側具体的要望
の実施状況
在外公館による評価

米州地域 米州地域 独立行政法人から検討状況、実施
状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#29 #19 それぞれの指標において適切な
取組みがなされている。

当該地域での外交上の必要性の
高い事業への対応

A A

特記事項他外務省側具体的要望
の実施状況

在外公館による評価
欧州・中東・アフリカ地域 欧州・中東・アフリカ地域 独立行政法人から検討状況、実施

状況についての説明等を受け、各
委員の協議により判定する。

#30 #20 それぞれの指標において適切な
取組みがなされている。

当該地域での外交上の必要性の
高い事業への対応

A A

特記事項他外務省側具体的要望
の実施状況

検討状況、実施状況
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